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中小企業にこそ求められる 

トップの倫理観  

 

 

やや旧聞に属しますが、日産自動車の    

ゴーン元会長の逮捕は、大企業にとどまらず

中小企業においても会社のガバナンスを考え

直すいい機会だと思います。 

 

 近年、主として上場企業においてガバナン

ス体制の構築が急ピッチで進められてきまし

た。その柱は取締役会の活性化です。従来、

ともすれば形式的になりがちであった取締役

会を実質的に機能させ、社会的公正さを維持

しながら経営効率の向上を図ろうとするもので

す。その際、取締役会が社内出身者だけで構

成されていたのでは、議論が内向きになるだ

けではなく、人事権を握るトップに反論するこ

とは難しいだろうということもあり、社外役員の

参加を義務付けました。日産自動車でも当然、

複数の社外取締役や社外監査役が存在して

います。 

 

 報道によれば、ゴーン前会長の公私混同の

事実は社長以下の幹部はつかんでいたようで

す。会社のガバナンスという見地からいえば、

そうした事実があれば取締役会で議論し、 

前会長の反論を聞いた上で、その解任を取締

役会で決め、その後に法律に違反する行為

があれば、法的機関に告発するというのが筋

です。 

 

 ところが、華々しい事業実績を有し、強力な

人事権を持ち、20 年近くにわたり君臨する  

ゴーン前会長を前にすると、社内の取締役は

言うに及ばず社外取締役も自由に発言できな

かったというのです。そこで、会社側は検察と司法  

取引を行い、ゴーン前会長の逮捕を先にしてもらい、

ゴーン氏不在の取締役会で前会長の解任を決めまし

た。これでは、会社のガバナンスが有効に機能したと

はいえません。 

 

このことからわかることは、日産自動車のような日本

を代表するグローバル企業においてさえ、トップの暴

走を抑止するガバナンス体制の構築は容易ではない

ということです。では、ひるがえって非上場の中小企

業の場合はどうでしょう。 

 

 非上場の中小企業では、トップの在任期間は長期

にわたるのが普通ですし、人事権も大企業より恣意

的に行使できるでしょう。その上に株式も実質的に支

配しているとすれば、非上場企業のトップの存在感は

圧倒的です。そうしたトップの倫理感に問題が生じた

ときに、取締役会等の会社組織で抑止力を働かせる

ことができるでしょうか。 

 

 非上場企業でも社会的公正さが求められることは変

わりません。トップの暴走に歯止めを効かすガバナン

ス体制が社内で構築できれば、それに越したことはあ

りません。しかし、日産自動車の事例を見れば、非上

場企業でそれを実現することはかなり難しいことだと

思われます。社内で抑止体制が構築できないとすれ

ば、トップ自身が歯止めにならなければなりません。 

 

 そのように考えると、非上場企業のトップの倫理観

は大企業以上に重要になってきます。倫理観のない

人間をトップに据えることは避けるべきですし、現在 

トップにある人間はそのことを十分自覚しなければな

りません。 
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